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英語圏アフリカ　市場志向型農業振興　―ＳＨＥＰアプローチ―（行政官） 国別研修 0.18
1, 2, 8. 9, 12,
13

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「基礎情報調査」（＝基礎情報収集・確認調査）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修、長期研

修）、「JOCV」（＝JICA海外協力隊）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型、SATREPS））「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・JICA以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協力）、

「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「SDGs調査」（＝途上国の課題解決型ビジネス（SDGsビジネス）調査）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）「食糧援助」（＝食糧援助）、「一般文化」（＝一般文化無償資金協
力）、「草の根文化」（＝草の根文化無償資金協力）、「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本NGO」（＝日本NGO連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキーム）、「基
礎調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「基礎調査」）、「案件化調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「案件化調査」）、「普及・実証・ビジネス化事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「普及・実証・ビジネス化事業」、「ニーズ確認調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業

「ニーズ確認調査」）、「ビジネス化実証事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「ビジネス化実証事業」）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）　※この凡例にない略語を使用する場合は凡例に当概略語を記載したうえで使用する。

【SDGsゴールの説明】1「貧困」、2「飢餓」、3「保健」、4「教育」、5「ジェンダー」、6「水・衛生」、7「エネルギー」、8「経済成長と雇用」、9「インフラ、産業化、イノベーション」、10「不平等」、11「持続可能な都市」、12「持続可能な消費と生産」、13「気候変動」14「海洋資源」、15「陸上
資源」、16「平和」、17「実施手段」
【SDGsの詳細】https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf

案件名

水産バリューチェーン改善による広域ブルーエコノミー開発促進プロジェクト（セネガル）

電力分野にかかる課題別研修 課題別研修

SDGｓグローバルリーダー 長期研修

アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ（ABEイニシアティブ） 長期研修

アフリカ諸国向け職業訓練フェーズ5（セネガル） 第三国研修
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支援額

（億円）
SDGs 備考2024 2025

平和、安定及び安全の促進のための国境管理能力向上計画（IOM連携） 無償

2026 2027

技プロ

1, 2, 8. 9, 12,
130.50
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農村漁村経済基盤
の改善プログラム
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年度
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年度 年度
協力プログラム名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
SDGs

年度 年度 年度

農業政策アドバイザー 個別専門家

基礎生活環境改善分野にかかる課題別研修 課題別研修他

基礎生活環境の改
善プログラム

食糧援助（2024年度） 無償

保健分野の草の根・人間の安全保障無償 草の根無償
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重点分野2
（中目標）

「質の高い成長」の促進

国別開発協力方針　別紙

対ガンビア共和国　事業展開計画

基本方針
（大目標）

　　人間の安全保障を推進し、「質の高い成長」を実現する。

重点分野１
（中目標）

人間の安全保障の推進

2.50 1,2

第四次地方飲料水供給計画 無償

【現状と課題】
　国連開発計画（UNDP）の2025年人間開発指標では193か国中170位と、生活環境の質は低い。ガンビア政府は「復
興重視型国家開発計画（RF-NDP 2023–2027）」において、国民の生活基盤の改善を重視し、とりわけ安全な水への
アクセス向上や食料安全保障の強化を重要分野として位置付けている。全国で安全な飲料水へのアクセス率は約
90％に達している一方で、農村部では依然として不十分な地域も多く、飲料水源の未整備や施設の老朽化、旱魃に
よる水源不足などが課題となっている（WHO/UNICEF, 2023）。さらに、統計の不備や水質問題により、依然として
劣悪な水源を利用せざるを得ない世帯が存在しており、持続可能な水資源管理の推進が急務となっている。また、
食料安全保障の面では、国内経済の脆弱性に加え、主要産業である農業が気候変動の影響を極めて受けやすいこと
から、食料供給の不安定性が慢性的な課題となっており、特に主食である米は、その多くを輸入や食糧援助に依存
せざるを得ない状況にある。右課題の解決に向けて、国内農業の生産性向上や気候変動に強靭な食料生産体制の構
築が急務である。

農業、水産分野にかかる課題別研修 課題別研修

【開発課題への対応方針】
　食糧援助や安全な水供給につながる協力等を通じて、食料安全保障の確保や基礎的社会サービスの
改善を支援する。

【現状と課題】
　ガンビアでは、国全体の労働人口の約21％（Gambia Open Data, 2023）、農村部で約43％（Gambia Open
Data, 2023）が従事する農業が主要産業である。一方、農業は気候変動や一次産品の国際価格の影響を受けやす
く、生産性の低さや農家の貧困の深刻化が課題となっている。ガンビア政府は、貧困削減及び国民生活環境の向上
を目指し、経済成長及び雇用促進に焦点を当てた取組を行っており、特に農業分野の持続的な発展を重要課題とし
ている。水産業もまた、農業と並ぶ基幹産業であり、雇用創出や所得向上、さらには経済の自律性・強靱性の強化
に資する極めて重要な分野である。沿岸部を中心に多くの国民が水産業によって生計を維持しており、地域経済を

支える中核的産業としての役割も大きい。そのため、違法漁業対策や資源管理の改善を通じた持続可能な漁業開発

が進められている。

【開発課題への対応方針】
　ガンビア経済の自律性・強靭性を強化するため、同国の基幹産業である農業及び水産業の振興を支
援し、持続可能な経済成長の基盤づくりと雇用創出を後押しする。

開発課題１
（小目標）

基礎生活環境の改
善

開発課題２
（小目標）

農村漁村の持続的
な経済活動の発展

1, 2,14

0.18 1,3


